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（様式第１号）

令和　　年　　月　　日

大仙市長　老松　博行　様
質問書
提出者（企業名又はグループの代表企業名）

所    在    地
商号 又は 名称
代 表 者 氏 名　　　　　　　　　　（代表者印）
実務担当責任者
電  話  番  号
Ｆ Ａ Ｘ 番 号
大仙市道路照明灯ＬＥＤ化事業募集要項について、次のとおり質問書を提出します。

質問内容

	


（注）１　グループで参加の場合は、グループの代表企業名を記載すること。

　　　２　質問1件につき、1枚を提出すること。
　　　３　電子メールによる送信及び事務局へ持参し、提出すること。
（様式第２号）
令和　　年　　月　　日

大仙市長　老松　博行　様

参加表明書
申請者（企業名又はグループの代表企業名）

所   在   地
商号又は名称
代表者氏名　　　　　　　　　　　　（代表者印）
　下記事業の募集に対し、参加の意思がありますので、プロポーザル参加資格の審査を申請します。なお、この参加表明書及び添付書類のすべての記載事項は、事実と相違ないことを誓約します。

　
記

１　事業名称

大仙市道路照明灯LED化事業
２　応募に関する連絡先

　　所　属：
　　氏　名：
　　住　所：
　　電　話：
　　E-mail：

（注）１　主たる営業所と登記簿上の所在地が異なる場合は、登記簿上の所在地については、（　　）書で上段に記載すること。

　　　２　グループで参加の場合は、グループの代表企業名を記載すること。
（様式第３号）
令和　　年　　月　　日

大仙市長　老松　博行　様

グループ構成表
　大仙市道路照明灯ＬＥＤ化事業の募集に関しまして、以下の構成員で申請します。

　

〔代表者〕
所在地　　
商号又は名称　　
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　（実印）

電話番号　　
ＦＡＸ番号　　
担当役割　　事業役割・施工役割・維持管理役割・その他役割（　　　　）

 主な業務　　
〔その他企業グループ構成員〕
所在地　　
商号又は名称　　
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　（実印）

担当役割　　事業役割・施工役割・維持管理役割・その他役割（　　　　）

主な業務　　
　　
所在地　　
商号又は名称　　
代表者氏名　　　   　　　　　　　　　　　 　（実印）

担当役割　　事業役割・施工役割・維持管理役割・その他役割（　　　　）

主な業務　　
（注）応募者の構成員すべてを明らかにし、各々の役割分担（該当する役割を○で囲み、その他役割は具体的な役割を記載する。）及び主な業務を明確に記載すること。
（様式第４号の１）

令和　　年　　月　　日

大仙市長　老松　博行　様

会社概要
所    在    地
商号 又は 名称
代 表 者 氏 名　　　　　　　　　　（代表者印）
実務担当責任者
電  話  番  号
Ｆ Ａ Ｘ 番 号
	資本金
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	従業員数
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名

	（内訳）
	事務系　　　　　名　・　技術系　　　　　名

	ISO取得状況
	

	会社概要

（設立年、年間売上金額、営業所一覧、主要な営業経歴等）

	


（注）グループで構成する場合は、すべての構成員が提出すること。
（グループ名（企業名）：　　　　　　　　　　　　　　　　　）
（様式第４号の２）
企業状況表
	所　在　地
	

	商号又は名称
	

	代表者名
	

	建設業許可番号
	

	経営事項審査点数（総合評点）
	

	ISO　9000シリーズ認証取得状況
	（認証部署等　　　　　　　　　　　　　）

（適用企画　　　　　　　　　　　　　　）

（審査登録機関　　　　　　　　　　　　）

（登録番号　　　　　　　　　　　　　　）

	ISO　14000シリーズ認証取得状況
	（認証部署等　　　　　　　　　　　　　）

（適用企画　　　　　　　　　　　　　　）

（審査登録機関　　　　　　　　　　　　）

（登録番号　　　　　　　　　　　　　　）

	地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当する。
	有　　　　　　　無

（有の場合の理由　　　　　　　　　　　）

	本募集要項の公示の日から提案書提出までの期間に「秋田県建設工事入札参加者指名停止基準」に基づく指名停止の措置を受けている。
	有　　　　　　　無

（有の場合の理由　　　　　　　　　　　）

	本募集要項の公示の日から提案書提出までの期間に「大仙市建設工事入札参加者指名停止基準」に基づく指名停止の措置を受けている。
	有　　　　　　　無

（有の場合の理由　　　　　　　　　　　）

	本募集要項の公示の日から提案書提出までの期間に建設業法（昭和24年法律第100号）第28条第3項又は第5項の規定による営業停止の処分を受けている。
	有　　　　　　　無

（有の場合の理由　　　　　　　　　　　）

	暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成3年法律第77号）第3条または第4条の規定に基づき都道府県公安委員会が指定した暴力団等の構成員を、役員、代理人、支配人その他の使用人または入札代理人として使用している。
	有　　　　　　　無

（有の場合の理由　　　　　　　　　　　）

	民事再生法（平成11年法律第225号）第21条の規定による民事再生手続開始の申し立てをしている。
	有　　　　　　　無

（有の場合の理由　　　　　　　　　　　）

	会社更生法（平成14年法律第154号）第17条第1項又は第2項の規定による更生手続開始の申し立て（同法附則第2条の規定によりなお従前の例によることとされている更生事件に係わる同法による改正前の会社更生法（昭和27年法律第172号）第30条第1項及び第2項の規定による更生手続開始の申し立てを含む。）をしている，又は申し立てをなされている。
	有　　　　　　　無

（有の場合の理由　　　　　　　　　　　）


（注）必要事項を記入し、対応する部分には〇をつけること。
（様式第４号の３）
有資格技術職員内訳表
	有資格技術職員内訳
	人　　数

	土木工事
	一級土木施工管理技士
	人

	
	二級土木施工管理技士
	人

	
	監理技術者
	人

	
	その他（※）
	人

	電気工事
	一級電気工事施工管理技士
	人

	
	二級電気工事施工管理技士
	人

	
	監理技術者
	人

	
	その他（※）
	人

	技術士
	電気・電子
	人

	
	機械
	人

	エネルギー管理士
	人

	その他（※）
	人


（注）１　表中の「その他（※）」については、可能な範囲で具体的に記入すること。

２　有資格技術職員のうち、各資格の有資格者１名分の資格者免許証（表・裏）の写しを提出すること。
（グループ名（企業名）：　　　　　　　　　　　　　　　　　）
（様式第４号の４）
各役割の責任者業務実績表
	分　　　担
氏名・年齢
	実務経験年数
資　　　　格
	過去に従事したＥＳＣＯ事業等
類似業務の実績

	
	
	実施年度　　　立　場　　　業務概要

	（事業役割責任者）
社名
　　　　　　　　　
氏名
　　　　　　　　　
年齢
　　　　　　　　歳
	実務経験年数　年
	

	
	資格の種類：
　　　　　　　　
	

	
	
	

	
	
	

	（施工役割責任者）
社名
　　　　　　　　　
氏名
　　　　　　　　　
年齢
　　　　　　　　歳
	実務経験年数　年
	

	
	資格の種類：
　　　　　　　　
	

	
	
	

	
	
	

	（維持管理役割責任者）
社名
　　　　　　　　　
氏名
　　　　　　　　　
年齢
　　　　　　　　歳
	実務経験年数　年
	

	
	資格の種類：
　　　　　　　　
	

	
	
	

	
	
	

	（その他役割責任者）
社名
　　　　　　　　　
氏名
　　　　　　　　　
年齢
　　　　　　　　歳
	実務経験年数　年
	

	
	資格の種類：
　　　　　　　　
	

	
	
	

	
	
	


（注）本提案における事業役割・施工役割・維持管理役割・その他役割毎に責任者を１名選任し、記入すること。

　　　施工管理・維持管理役割の責任者については、一級又は二級電気工事施工管理技士の資格を有する者を選任すること。
（グループ名（企業名）：　　　　　　　　　　　　　　　　　）
（様式第５号）
ＥＳＣＯ関連事業実績一覧表
	事業件名
	発注者
	受注形態
	契約金額
（千円）
	契約年月日
	契約期間
	施設（設備）概要
	契　約　業　務　の　概　要

	
	
	
	
	
	
	用途
	構造・規模数量等
	改修工事完了年月
	対象機器
	全体の省エネルギー率
	パフォーマンス契約の有無と種類(ギャランティード:G/シェアード:S)
	保証の
有無
	計測・検証の有無

	
	
	
	
	
	
	
	
	年
月
	
	％
	有（G・S）・無
	有・無
	有・無

	
	
	
	
	
	
	
	
	年
月
	
	％
	有（G・S）・無
	有・無
	有・無

	
	
	
	
	
	
	
	
	年
月
	
	％
	有（G・S）・無
	有・無
	有・無

	
	
	
	
	
	
	
	
	年
月
	
	％
	有（G・S）・無
	有・無
	有・無

	
	
	
	
	
	
	
	
	年
月
	
	％
	有（G・S）・無
	有・無
	有・無

	
	
	
	
	
	
	
	
	年
月
	
	％
	有（G・S）・無
	有・無
	有・無

	
	
	
	
	
	
	
	
	年
月
	
	％
	有（G・S）・無
	有・無
	有・無



（注）１　受注形態の欄には、単独、ＪＶの別を記入すること。
２　ＥＳＣＯ事業におけるパフォーマンス契約とは、省エネルギー改修による経費削減分で全ての経費を賄う契約であり、その中で、ギャランティード・セイビングス契約では実績の金融負担を発注者が負い、シェアード・セイビングス契約はＥＳＣＯ事業者が実際の金融負担を負う形態となる。
３　長期リース業務における実績についても、本様式に記載すること。

　　  ４　上記の各契約の内容を証明できる書類（契約書等の写し）をあわせて提出すること。
（グループ名（企業名）：　　　　　　　　　　　　　　　　）

（様式第６号）

令和　　年　　月　　日

大仙市長　老松　博行　様

提案辞退届
申請者（企業名又はグループの代表企業名）
所    在    地
商号 又は 名称
代 表 者 氏 名　　　　　　　　　　（代表者印）
電  話  番  号
Ｆ Ａ Ｘ 番 号
下記事業への募集要項に係る選定の参加を以下の理由により、辞退します。

記

事業名称：大仙市道路照明灯ＬＥＤ化事業
（提案要請番号：　　　　　　　　）
提案辞退理由

	


（注）グループで参加の場合は、グループの代表企業名を記載すること。
（様式第７号）
令和　　年　　月　　日

大仙市長　老松　博行　様

事業提案書提出届
申請者（企業名又はグループの代表企業名）
所    在    地
商号 又は 名称
代 表 者 氏 名　　　　　　　　　　（代表者印）
電  話  番  号
Ｆ Ａ Ｘ 番 号
下記の事業について、提案書類を提出いたします。

記
事業名称：大仙市道路照明灯ＬＥＤ化事業

（提案要請番号：　　　　　　　　）
	該当欄
	提　出　書　類
	添付資料の有無

	□
	提案総括表（様式第８号の１～様式第８号の３）
	□

	□
	現地調査及び電力契約の調査・照合に関する提案書（様式第９号）
	□

	□
	ＧＩＳシステムのデータベース構築に関する提案書（様式第１０号）
	□

	□
	使用機器提案書（様式第１１号）
	□

	□
	事業資金計画書（様式第１２号の１～様式第１２号の２）
	□

	□
	維持管理等提案書（様式第１３号の１～様式第１３号の２）
	□

	□
	ＥＳＣＯ設備の設置に関する計画・施工の提案書（様式第１４号）
	□

	□
	道路照明灯具のリサイクル及び廃棄処分に関する提案書（様式第１５号）
	□

	□
	計測・検証計画書（様式第１６号）
	□

	□
	地域への貢献に関する提案書（様式第１７号の１～様式第１７号の２）
	□

	□
	その他の提案について（様式第１８号）
	□


（注）１　提出書類一覧について、該当するものを黒塗りすること。
２　グループで参加の場合は、グループの代表企業名を記載すること。
（様式第８号の１）
提案総括表
〔提案の概要〕
全体の概要を記載するとともに、創意工夫している点について記載すること。（提案の全体像がわかるもの）

また、将来的なリスクについての対応（補償等）について記載すること。（「表：想定されるリスクと責任分担」のうち、事業者の項目について）

	


（注）Ａ４版サイズ３枚以内（図表も記載可）

（様式第８号の２）
提案総括表
〔改修提案項目一覧表〕
	提案項目
	エネルギー削減量
	電気料金削減額
	維持管理費削減額
	年  間
削減額
円／年
(A)
	工事他
投資額
	単  純
回収率

	
	削減量
kwh/年
	削減率
％
	削減額
円／年
	削減率
％
	削減額
円／年
	削減率
％
	
	円
(B)
	年
(B/A)

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（注）１　全て消費税込みで記載すること。
　　２　各削減額の算出根拠資料を添付すること。Ａ４版サイズ（図表も記載可）

（様式第８号の３）
提案総括表
〔契約内容提案書〕

	①
	年間削減予定額
	円／年
	

	②
	年間削減保証額
	円／年
	

	③
	年間のＥＳＣＯサービス料
	円／年
	

	④
	年間の市の保証利益額
	円／年
	②－③

	⑤
	ＥＳＣＯサービス期間
	　１０　年　　
	

	⑥
	削減予定総額
	円　　
	①×⑤

	⑦
	削減保証総額
	円　　
	②×⑤

	⑧
	ＥＳＣＯサービス料総額
	円　　
	③×⑤

	⑨
	市の保証利益総額
	円　　
	④×⑤


（注）１　全て消費税込みで記載すること。
　　　２　⑧ＥＳＣＯサービス料総額は、募集要項の提案限度額を超えてはならない。
　　　３　根拠資料についても提出すること。
参考
	⑩
	初期投資費
	円　　
	

	⑪
	市の事業利益総額
	円　　
	⑨－⑩


（注）１　全て消費税込みで記載すること。
　　　２　⑩初期投資費は、募集要項の提案限度額を超えてはならない。
（様式第９号）

現地調査及び電力契約の調査・照合に関する提案書
現地調査及び電力契約の照合を効率的かつ迅速に実施することは更新作業の工程や経費削減効果に大きな影響を与えるため、既設道路照明施設の現地調査及び電力契約の照合の方法等について具体的に記載する。

※現地調査は、既設照明施設の位置及び種別（灯具の種類等）を現地で調査し、現地条件等を踏まえて、ＬＥＤ灯具の決定等を実施する。その方法・体制・スケジュール等を具体的に記載する。

※既設照明灯が基準等と比べ、過大照度等であった場合の対応を記載すること。

※電力契約の照合は、現場と電力契約の効率的な突合方法等を具体的に記載する。
	


（注）Ａ４版３枚以内とすること。（図表も記載可）
（様式第１０号）

ＧＩＳシステムのデータベース構築に関する提案書
大仙市統合型地理情報システム（ＧＩＳシステム）に取り込むデータベース（Ｓｈａｐｅ形式）の項目及び更新頻度について記載すること。また、アピールポイントや提案等ある場合は記載すること。
　※データベースの項目は、位置情報、灯具詳細、電力契約形態、履歴、現況写真等を網羅すること。
	


（注）Ａ４版２枚以内で記載すること。（図表も記載可）
（様式第１１号）
使用機器提案書
提案する道路照明灯具に関して、下記の内容を記載すること。

道路照明灯具の仕様

道路照明灯具の仕様概要（製造メーカー名等、生産工場も記載）、設計図、電力量削減効果、二酸化炭素の削減量やその数値的根拠について記載すること（根拠資料添付）。

定格寿命（ＬＥＤ灯具は６０，０００時間以上（光束維持率８０％以上）、自動点滅器は１０年以上（開閉回数４,０００回以上）を確保できる根拠を含む）、消費電力の削減率について記載すること（根拠資料添付）。
設置箇所に応じたＬＥＤ灯具の選定方法、遮光等や近隣住民への対応についても記載すること。
	


（注）Ａ４版５枚以内で記載すること。（図表も記載可）。また，灯具等の仕様書については別添扱いとし，枚数の制限には含めない。
（様式第１２号の１）
事業資金計画書
〔事業収支計画書〕　（契約期間：１０年）
	年度
	令和　４年
（２０２２年）
	令和　５年
（２０２３年）
	令和　６年
（２０２４年）
	令和　７年
（２０２５年）
	令和　８年
（２０２６年）
	令和　９年
（２０２７年）
	令和１０年
（２０２８年）
	令和１１年
（２０２９年）
	令和１２年
（２０３０年）
	令和１３年
（２０３１年）
	令和１４年
（２０３２年）
	合　計

	
	改修工事期間中
	初年度
	２年度
	３年度
	４年度
	５年度
	６年度
	７年度
	８年度
	９年度
	１０年度
	

	電気料金①
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	      

	修繕費②
	
	―
	―
	―
	―
	―
	―
	―
	―
	―
	―
	

	ベースライン③
	
	―
	―
	―
	―
	―
	―
	―
	―
	―
	―
	

	削減予定額④（③－①－②）
	―
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	削減保証額⑤
	―
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	ＥＳＣＯ初期投資費⑥
	
	―
	―
	―
	―
	―
	―
	―
	―
	―
	―
	

	ＥＳＣＯ維持管理費⑦
	―
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	ＥＳＣＯ事業費総額⑧
	―
	―
	―
	―
	―
	―
	―
	―
	―
	―
	―
	

	本市の予定利益（④－⑦）
	―
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	本市の保証利益（⑤－⑦）
	―
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	本市の予定利益総額（④－⑧）
	―
	―
	―
	―
	―
	―
	―
	―
	―
	―
	―
	

	本市の保証利益総額（⑤－⑧）
	―
	―
	―
	―
	―
	―
	―
	―
	―
	―
	―
	


※ＬＥＤ化後の電気料金算出については下記金額を採用すること。
「需要家料金」「料金単価」「再生可能エネルギー発電促進賦課金」＝東北電力の令和３（２０２１）年度単価　「燃料調整単価」＝東北電力の令和３（２０２１）年度の平均金額
	公衆街路灯Ａ
	需要家料金（月額）
	料金単価（月額）
	再生可能エネルギー発電促進賦課金単価（月額）
	燃料費調整単価(令和３年度月額平均)
	月額合計

	    ～10W
	55.00円
	64.52円
	13.05円
	-1.73円
	130.84円

	 10～ 20W
	
	111.43円
	26.10円
	-3.45円
	189.08円

	 20～ 40W
	
	205.26円
	52.20円
	-6.90円
	305.56円

	 40～ 60W
	
	299.09円
	78.30円
	-10.35円
	422.04円

	 60～100W
	
	486.75円
	130.50円
	-17.25円
	655.00円

	100～200W
	
	973.50円
	261.00円
	-34.50円
	1,255.00円

	200～300W
	
	1,460.25円
	391.50円
	-51.75円
	1,855.00円

	300～400W
	
	2,947.00円
	522.00円
	-69.00円
	3,455.00円


(注)１．Ａ３版横書きで作成すること。　　２．全て消費税込みで記載すること。　　３．ＥＳＣＯ事業期間以降は記述の必要はない。(合計欄はＥＳＣＯ契約期間の合計を記載する。)

（様式第１２号の２）
事業資金計画書
初期投資に係る費用を記載のうえ、内訳を添付すること。
〔工事予算等経費計画書〕
	項　　　　目
	金  額 （円）
	備　　　考

	現地調査費
	円
	

	材料費
	円
	道路照明灯具等（○灯×〇円）

	工事費
	円
	既設道路照明灯具の撤去・処分費含む（○灯×○円）

	工事監理費
	円
	（○灯×○円）

	データベース構築費
	円
	

	電力会社事務手続費
	円
	電力契約変更等に伴う事務手続

	照明柱改修費
	円
	（３０基×○円）

	その他（※）
	円
	

	合　　　計
	円
	


（注）　１．全て消費税込みで記載すること。
２．「その他（※）」は、別途、内訳を添付すること。
（様式第１３号の１）

維持管理等提案書
〔維持管理計画書〕
維持管理計画

　　通常時及び緊急時の維持管理体制を記載すること。（維持管理状況が発注者で把握できるような体制であること）

　　日常点検において、点検方法及び点検頻度を記載すること。

　　異常時（消灯時等）において、連絡を受けてから現場確認するまでの時間及び修理期間について記載すること。

　　降雪時の対応（着雪、着氷等）について記載すること。

　　また、事業のコスト削減及び事業の質の向上等の視点で、工夫している点があれば、記載すること。

	


（注）Ａ４版５枚以内とすること。
（様式第１３号の２）

維持管理等提案書
〔維持管理見積書〕
（消費税込）

	項　　　　　　目
	金額（円／年）
	備考（算出根拠等）

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	合　　　　　　計
	　　　　　　　円
	


（注）毎年かかる経費を記載し、内訳を添付すること。

（様式第１４号）

ＥＳＣＯ設備の設置に関する計画・施工の提案書
　広範囲を限られた期間で灯具更新することになるため施工計画、安全管理、工程管理、写真管理、出来高管理及び品質管理の留意点と工事完了時期に関する内容等について記載すること。また、事業のコスト削減及び事業の質の向上等の視点で工夫している点があれば記載すること。

　デザイン照明等は景観の一部であり配慮が必要と考えるため、特殊な照明への対応についても記載すること。

	


（注）１　Ａ４版４枚以内とすること。

　　　２　市内業者の企業名等は明記しないこと。

（様式第１５号）

道路照明灯具のリサイクル及び廃棄処分に関する提案書
　撤去した道路照明灯具の部品ごとに、リサイクル方法と廃棄処分方法を具体的に記載すること。
	


（注）Ａ４版１枚とすること。
（様式第１６号）
計測・検証計画書
１　エネルギー削減効果の測定・検証方法（二酸化炭素の算定・検証方法含む。）
	改 修 項 目
	エネルギー削減効果の測定・検証方法

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	


２　計測・検証費用見積
	項　　　目
	金額（円／年）
	備　　考（算出根拠）

	
	円
	

	
	円
	

	
	円
	

	
	円
	

	
	円
	

	
	円
	


（注）１　全て消費税込みで記載すること。
２　毎年かかる経費を記載し、算出根拠を示すこと。なお、別途作成する内訳があ
る場合は添付すること。
３　その他
　　計測・検証業務を行う上で、コスト削減及びサービス水準の向上等の視点で工夫している点があれば記載すること。（Ａ４版２枚以内とし、図表の記載も可とする。）
（様式第１７号の１）

地域への貢献に関する提案書

〔地元経済への貢献〕

　各種取引等において、市内事業者の積極的な活用など、本市経済への貢献について、具体的に記載すること。
	


（注）１　Ａ４版２枚以内とすること。

　２　市内業者の企業名等は明記しないこと。
（様式第１７号の２）

地域への貢献に関する提案書

投資額（初期投資費及び維持管理費）に占める、市内事業者の活用予定額（市内事業者への下請けを含む）の割合を記載すること。
〔市内事業者活用割合〕
	①初期投資費のうち、資材分を除いた金額
	円

	②上記のうち、市内事業者の活用予定額の総額
	円

	③初期投資費における市内事業者の活用予定額の割合（②÷①）
	％


	④維持管理費のうち、保険料を除いた金額×１０年分
	円

	⑤上記のうち、市内事業者の活用予定額の総額
	円

	⑥維持管理費における市内事業者の活用予定額の割合（⑤÷④）
	％


（注） １　「市内事業者」とは、本市に本店、支店もしくは営業所を有している者とする。
２　①について、（様式第１２号の２）の「合計」から資材分の金額を除いた金額とする。
３　④について、（様式第１３号の２）の「合計」から保険料を除いた金額の１０年分の金額とする。
４　保険料とは、「募集要項６(４)」で定義する保険にかかる費用とする。
５　③及び⑥の割合（％）は、小数点以下を切上げし、整数とする。
６　下請けについて、下請上位注文者が市外事業者の場合、その下位注文者はすべ
　　て市外下請扱い（市内事業者の活用予定額に含めない）とする。（下図参考）
[image: image1.emf]※下請けにおける市内事業者の考え方 下請を予定している事業者

構成員

　（自社分：5,000千円）

b社（市外）

請負金額：40,000千円

　（自社分：3,000千円）

３次

g社（市内）

請負金額：10,000千円

　（自社分：10,000千円）

d社（市外）

請負金額：10,000千円

　（自社分：2,000千円）

h社（市内）

請負金額：8,000千円

　（自社分：8,000千円）

a社（市内）

請負金額：60,000千円

１次

　（自社分：20,000千円）

２次

c社（市内）

請負金額：30,000千円

　（自社分：20,000千円）

上位事業者が市外のため

市外下請扱いとなる

市内事業者への下請

市外事業者への下請

（自社分：100,000千円）

施工役割

or

維持管理役割

or

その他の役割

e社（市外）

請負金額：5,000千円

　（自社分：5,000千円）

f社（市内）

請負金額：5,000千円

請負額：200,000千円


例えば、上図のように計画する場合、下請けを予定している事業者のa社及びc社、g社の全額請負額は市内事業者への下請予定額とみなす（f社、h社は市内事業者であるが、市外下請扱いとなるため市内事業者への下請予定額に含めない）。
市内事業者への下請予定額＝a社請額－d社請額＝60,000千円－10,000千円＝50,000千円
（様式第１８号）
その他の提案について
　様式第８号～第１７号以外で、本市が指定する項目に対して提案が有る場合及び事業者が独自に提案できる内容等があれば記載すること。

（注）１　併せて確認できる資料を添付すること。
	【更なる電気料金の削減のための工夫・提案】
【管理灯数・電気料金の変動に関する工夫・提案】
【その他、事業者独自の提案】




２　一つの提案につきＡ４版１枚とすること。
